横浜市社会福祉審議会　第三回専門分科会　追加資料

平成22年12月21日


雇用の変化　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

非正規雇用と賃金格差の拡大
○バブル崩壊後の不況や経済のグローバル化に対応するために、おもに人件費抑制を目的として、正規雇用から賃金の低い非正規雇用へシフトした企業が多くあったため、男女ともに非正規雇用者数と割合が増加している。
　正規職員・従業員と非正規雇用者の仕事から得る年収には大きな差があり、非正規雇用者では300万円未満が9割、100万円未満も４割を超えている。

【参考】正規・非正規雇用者数と割合
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【参考】仕事からの収入別、正規と非正規の雇用者数
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女性の労働力率の向上
○雇用者として家庭の外で働く女性が増え、雇用市場は大きく変化している。1980年以降、ほぼ全年齢階級で労働力率が高くなってきているが、特に20代後半の伸びが大きい。
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失業率の上昇と就職氷河期世代の完全失業者
○横浜市の完全失業率は、男女とも上昇傾向にある。

また、年齢別の完全失業者数の変化を見てみると、60代前半を除いた各年代で完全失業者数が増えているが、特に20代～30代前半で増加が著しい。
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（出典：市民生活白書2009）



























































































































































































